
（参考１　健全化判断比率等の対象について）

土地区画整理会計

市有林会計

市営墓地会計

病院事業債管理会計

学校給食費会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

中央卸売市場会計

公設地方卸売市場会計

大森山動物園会計

廃棄物発電会計

国民健康保険事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

※１ 秋田県市町村総合事務組合

秋田県市町村会館管理組合

秋田県後期高齢者医療広域連合

※２ 対象法人等なし
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　５　資金不足比率

　資金不足

　事業規模

　なお、参考としての比率を求めることとする。

　　(1) 地方公営企業法適用企業

　水道事業会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ 13,380,546 13,048,504 332,042

Ｂ　流動資産等（a-b） 14,451,664 14,124,608 327,056

a 流動資産 14,451,664 14,124,608 327,056

b － － 0

Ｃ　流動負債等（c-d） 1,071,118 1,076,104 △4,986

c 流動負債 2,529,869 2,578,921 △49,052

d 1,458,751 1,502,817 △44,066

－ － 0

 事業の規模　Ｅ＝Ｆ－Ｇ 6,226,752 6,304,086 △77,334

Ｆ　営業収益の額 6,372,717 6,407,090 △34,373

Ｇ　受託工事収益の額 145,965 103,004 42,961

△214.8 △206.9 △7.9

（注）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

△0.5

41.7

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｅ －

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

－

流動負債に計上されている企業債で建設
改良費等に充てる額

△2.9

△1.2

資金不足比率は、公営企業ごとに算定する資金の不足額の事業の規模に対する割合

で、次の算式による。

　　資金不足比率　＝

当年度は、全公営企業会計において資金不足が生じていないため、審査意見の表中に

おける資金不足比率の表示は「－」となる。

項　　　　　　目 増減率

2.5

2.3

－

△0.5

△1.9

2.3

翌年度に繰り越した事業の財源に充当で
きる特定の収入で、当該年度の収入部分
に相当する額

- 6 -



　下水道事業会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ 4,353,581 4,185,970 167,611

Ｂ　流動資産等（a-b） 5,649,737 5,325,140 324,597

a 流動資産 5,749,109 5,400,795 348,314

b 99,372 75,655 23,717

Ｃ　流動負債等（c-d） 1,296,156 1,139,170 156,986

c 流動負債 6,528,212 6,539,622 △11,410

d 5,232,056 5,400,452 △168,396

－ － 0

 事業の規模　Ｅ＝Ｆ－Ｇ 6,821,559 6,926,947 △105,388

Ｆ　営業収益の額 6,821,559 6,926,947 △105,388

Ｇ　受託工事収益の額 － － 0

△63.8 △60.4 △3.4

（注）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

　農業集落排水事業会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ 655,698 647,970 7,728

Ｂ　流動資産等（a-b） 696,912 684,808 12,104

a 流動資産 696,912 684,808 12,104

b － － 0

Ｃ　流動負債等（c-d） 41,214 36,838 4,376

c 流動負債 316,989 342,189 △25,200

d 275,775 305,351 △29,576

－ － 0

 事業の規模　Ｅ＝Ｆ－Ｇ 96,703 117,493 △20,790

Ｆ　営業収益の額 96,703 117,493 △20,790

Ｇ　受託工事収益の額 － － 0

△678.0 △551.4 △126.6

（注）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

－

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｅ －

11.9

△7.4

流動負債に計上されている企業債で建設
改良費等に充てる額

△9.7

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

項　　　　　　目 増減率

翌年度に繰り越した事業の財源に充当で
きる特定の収入で、当該年度の収入部分
に相当する額

△17.7

△17.7

－

1.2

1.8

1.8

－

4.0

△0.2

流動負債に計上されている企業債で建設
改良費等に充てる額

△3.1

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｅ －

△1.5

△1.5

－

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

－

6.1

6.4

翌年度に繰り越した事業の財源に充当で
きる特定の収入で、当該年度の収入部分
に相当する額

31.3

13.8

項　　　　　　目 増減率
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　　(2) 地方公営企業法非適用企業

　中央卸売市場会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減 増減率

1,000 1,000 0 0.0

Ｂ　歳入額 85,751 70,222 15,529 22.1

Ｃ　歳出額 84,751 69,222 15,529 22.4

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

－ － 0 －

Ｅ　翌年度へ繰り越すべき財源 － － 0 －

19,446 19,584 △138 △0.7

Ｇ　営業収益の額 19,446 19,584 △138 △0.7

Ｈ　受託工事収益の額 － － 0 －

△5.1 △5.1 0.0 －

（注）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

　公設地方卸売市場会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減 増減率

2,905 14,259 △11,354 △79.6

Ｂ　歳入額 412,241 387,612 24,629 6.4

Ｃ　歳出額 409,336 373,353 35,983 9.6

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

－ － 0 －

Ｅ　翌年度へ繰り越すべき財源 － － 0 －

142,355 143,343 △988 △0.7

Ｇ　営業収益の額 142,355 143,343 △988 △0.7

Ｈ　受託工事収益の額 － － 0 －

△2.0 △9.9 7.9 －

（注）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

 事業の規模　Ｆ＝Ｇ－Ｈ

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｆ

項　　　　　　目

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ

 事業の規模　Ｆ＝Ｇ－Ｈ

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｆ

項　　　　　　目

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ
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　大森山動物園会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減 増減率

1 12,128 △12,127 △100.0

Ｂ　歳入額 533,918 501,312 32,606 6.5

Ｃ　歳出額 533,917 489,140 44,777 9.2

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

－ － 0 －

Ｅ　翌年度へ繰り越すべき財源 － 44 △44 皆減

93,799 72,113 21,686 30.1

Ｇ　営業収益の額 93,799 72,113 21,686 30.1

Ｈ　受託工事収益の額 － － 0 －

△0.0 △16.8 16.8 －

（注１）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

（注２）前年度に対する増減比率で、当年度に数値がなく全額減少した比率については、「皆減」

　　　と表記している。

　廃棄物発電会計 （単位：千円、％）

４年度 ３年度 増　減 増減率

1 1 0 0.0

Ｂ　歳入額 300,315 289,787 10,528 3.6

Ｃ　歳出額 300,314 289,786 10,528 3.6

Ｄ　建設改良費等以外の経費の財源に充てる
　　ために起こした地方債の現在高

－ － 0 －

Ｅ　翌年度へ繰り越すべき財源 － － 0 －

297,321 280,363 16,958 6.0

Ｇ　営業収益の額 297,321 280,363 16,958 6.0

Ｈ　受託工事収益の額 － － 0 －

△0.0 △0.0 0.0 －

（注）資金不足比率（参考）は、小数第２位以下を切り捨てている。

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｆ

項　　　　　　目

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ

 事業の規模　Ｆ＝Ｇ－Ｈ

資金不足比率（参考）△Ａ／Ｆ

項　　　　　　目

 資金剰余額　Ａ＝Ｂ－Ｃ－Ｄ－Ｅ

 事業の規模　Ｆ＝Ｇ－Ｈ
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